
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 4,093 0

要求額 4,106 0

決定額

原子力防災訓練事業費

(前年度予算額： 4,2754,289１ 事 業 費 千円)

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

4,275

寄附金

0

一　般
財　源

182

予 算 要 求 資 料

令和８年度当初予算 支出科目 款：総務費　項：防災費　目：防災総務費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

4,289

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0 183

ア　訓練想定
　近県原子力事業所での原子力災害発生により、放射性物質が放出され、本県にその直接
的な影響が及ぶことを想定
イ　主な訓練内容（案）
　県災害対策本部運営訓練、緊急時モニタリング訓練、屋内退避及び放射線防護施設の設
備操作・維持訓練、一時移転訓練、避難退域時検査及び簡易除染訓練　など
　※　併せて、訓練参加住民への原子力防災に係る普及啓発を実施

0 0 0

危機管理部危機管理政策課原子力防災室 電話番号：058-272-1111(内2822)

E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　県地域防災計画（原子力災害対策計画）を踏まえ、本県の原子力防災対策のさらなる充
実・強化を図るため原子力防災訓練を行い、原子力防災対策に従事する職員の技量向上、
関係機関との連携確認並びに住民への原子力防災に係る普及啓発を図る。



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

決定額の考え方

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

4,289

事業内容の詳細

講師謝礼

講師旅費、職員打ち合わせ旅費

消耗品、訓練用資機材、公用車燃料費、会議費

電話代、郵便代

訓練会場設営補助等委託

バス借上げ料等

事業内容

人件費

旅費

・原子力災害対策指針（平成24年10月31日原子力規制庁制定）
・岐阜県地域防災計画（原子力災害対策計画）
　第２章第18節　原子力防災に関する住民等に対する知識の普及啓発
  第19節　防災訓練の実施

需用費

役務費

・国、原発立地県及び隣接県において、原子力防災訓練が実施されている。

委託料

３ 事業費の積算 内訳

工事請負費

補助金

その他

合計

金額

42

65

　UPZ（揖斐川町坂内川上地区）を対象とした部分のみ、国10/10（原子力発電施設等緊急
時安全対策交付金対象事業）

　無

619

362

20

3,181

（２）国・他県の状況



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R6年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
５
年
度

　原子力防災対策の実践、関係機関との連携確認、住民意識の高揚など目的が多岐に
わたるほか、訓練を繰り返すことで習熟度を高めることも目的としていることから、
指標を設定し数値化することは困難である。

（これまでの取組内容と成果）

　岐阜県原子力防災訓練
・日時：令和５年１１月２５日（土）
・参加機関：岐阜県、県内市町村、内閣府、原子力規制庁、県警察、陸上自衛
　隊、消防機関等
・参加総数：約４６０名

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

令和９年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

(R ) 達成率
指標名

R7年度 R8年度 終期目標

②

①

　岐阜県原子力防災訓練
・日時：令和６年１１月１６日（土）
・参加機関：岐阜県、県内市町村、内閣府、原子力規制庁、県警察、陸上自衛
　隊、消防機関等
・参加総数：約４６０名

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　近県の原子力発電所から放射性物質が放出され、本県にその直接的な影響が及ぶこ
とを想定した原子力防災訓練を継続的に実施し、関係機関との連携確認、原子力防災
対策に携わる職員の技量向上等、災害対応力の向上を図る。

目標 目標



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　訓練によって得られた成果や課題を反映させることで、原子力防災に係る災害対応
力を高めていくことが重要であり、継続して実施することが必要である。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　訓練の実施により、原子力災害対策本部設置や、緊急時モニタリングなど
の初動体制について習熟・確認を行っている。また、平成２４年度以降は住
民参加による一時移転等の実動訓練を実施し、住民意識の高揚につながって
いる。

２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　実際には複数日に渡ると想定される原子力事故の進展状況を、訓練用シナ
リオとして圧縮し、訓練ごとに個別実施するなど、訓練に要する時間、経費
の削減に努めている。２

（今後の課題）

　国の原子力災害対策指針等が改定された場合は、その内容等を踏まえた訓練計画の
企画立案が必要である。

(評価) 　県独自の放射性物質拡散シミュレーションの結果を踏まえ、近県で原子力
災害が発生した場合に、本県にその直接的な影響が及ぶことを想定した訓練
を継続的に実施し、原子力防災に係る災害対応力を高めていく必要がある。２

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）


